
 裏面もご確認ください  

私立幼稚園等緊急環境整備費補助事業 取扱要領 

 

 １ 補助対象園 

（1）学校法人立の私立幼稚園、幼稚園型認定こども園及び幼保連携型認定こども園 

（2）社会福祉法人立の幼保連携型認定こども園 

 

 ２ 補助対象経費 

   教育の質の向上に必要な遊具・運動用品・教具・保健衛生用品等の設備整備に要する経費

（短期間のうちに消耗する物品や個人の所要に係る物品及び大規模な工事を伴う設備整備を除

く） 

整備区分 補助対象となる物品等 補助対象とならない物品等 

保健衛生用品 マスク、消毒液、ハンドソープ等の保健衛生用品 

空気清浄機、サーキュレーター、サーモカメラ、 

体重計、身長計、座高計、保健用ベッド、加湿器、

AED（自動体外式除細動器）、冷暖房用機器（据付け

のエアコン(天吊り型を除く)）など 

レンタル・リース機器等 

遊具 すべり台、ブランコ、シーソー、ジャングルジム、雲

梯、登り棒 など 

据付けを超えるような 

大規模な工事を伴う遊具 

運動用品 鉄棒、跳び箱、平均台、体育用マット など 園庭等の芝生化等、施設整

備に類されるもの 

教具 児童用机・いす、書棚・収納棚、ホワイトボード、辞

典、紙芝居、絵本、積み木、ままごとセット、 

知育玩具類、楽器、園児が使用する電子機器（電子黒

板、タブレット）、スライド教材、視聴覚教材 など 

職員室、事務室等に配置

し、教職員のみが使用する

機器等 

※ 修繕費、設備整備に要する地ならし等の工事経費、既存設備の撤去費、送料は補助対象外です。ま

た、防犯カメラや関連機器についても、補助対象外です。 

※ 幼保連携型認定こども園において、保育部分（０～２歳児クラス）のみで使用するものは対象外で

す。（詳しい説明は QA を参照してください。） 

 ３ 補助基準額等 

(1) 補助対象経費上限額（１園当たり）  2,000,000 円（税込） 

(2) 補助対象経費下限額 

ア １台につき50 万円（税込）以上の遊具 

イ １個または１式につき 10 万円（税込）以上の運動用具・教具・保健衛生用品 

※ 日々の活動において継続的に必要となる物品（マスク、消毒液等）における 1 式とは、1 注文で複 

数の物品を購入することを指します。 

※ その他の運動用具・教具・保健衛生用品における「一式」とは、公に配布されているカタログにて

セットとしているものに限ります。 

※ 保健衛生用品 5万円、教具 5万円 計 10 万円のような整備区分を超えた注文は「一式」に該当 

しないため、申請できません。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 補助率 

ア 幼保連携型認定こども園及び幼稚園型認定こども園  １/２以内 

イ 上記以外の幼稚園                 １/３以内 

※文部科学省からの交付決定額及び各園の申請状況によっては、各園の交付決定額に圧縮が

掛かることが想定されます。 

過去３年間の圧縮額の推移は以下のとおりです。交付申請の参考としてください。 

 （圧縮率）令和３年度：41.827％ 令和４年度：54.661％ 令和５年度：42.899％  

※100 万円の物品を購入した場合の補助金額の計算例（補助率 1/3 の場合） 

（令和３年度圧縮率の場合） 

100 万円 × 補助率（1/3）× 圧縮率（41.827％）＝ 補助金額（13 万 9千円） 

（令和４年度圧縮率の場合） 

100 万円 × 補助率（1/3）× 圧縮率（54.661％）＝ 補助金額（18 万 2千円） 

  （令和５年度圧縮率の場合） 

100 万円 × 補助率（1/3）× 圧縮率（42.899％）＝ 補助金額（14 万 2千円） 

 

 ４ 留意事項 

(1) 本事業では、交付決定前の事業着手は補助対象外となりますのでご注意ください。 

 

 ５ 今後のスケジュール（予定） 

  ・令和６年 10 月  交付申請書の提出 

  ・令和６年 12 月        補助金交付決定 

   ＜３月末までに事業実施（発注・契約・購入・納品・支払い）＞  

  ・事業完了から 30日以内  実績報告書の提出（最終提出期限 令和７年３月 31 日） 

  ・令和７年６月末まで     消費税仕入控除税額報告書の提出期限 

※ 状況により時期が前後する可能性がございますので、ご承知おきください。 

 ※ 令和７年３月末日までに事業が完了しない場合や、領収書等の添付書類により補助事業 

の履行確認ができない場合は、補助金の支払いができません。 

☆【一式（日々の活動において継続的に必要となる物品）の見積について】 

下限額 10 万円の条件を満たすために、単価が 10 万円を下回る物品を複数指定して合計 10 万円以上

の見積り依頼を行う場合、複数業者からの見積りを合計することは認められません。必ず１つの業者か

ら複数物品を指定し、足しあげてください。 

（例）見積合わせの方法 

○ Ａ業者（採択）からの見積  マスク 500 枚、消毒液 20ℓ 計 15 万円（全てＡ業者から見積る） 

Ｂ業者（不採択）からの見積 マスク 500 枚、消毒液 20ℓ 計 20 万円（全てＢ業者から見積る） 

この場合、Ａ業者のみを採択 

 

  × マスク 500 枚はＣ業者、消毒液 20ℓはＤ業者 ２業者合計 15 万円 Ｃ、Ｄ業者を採択 

    マスク 500 枚はＥ業者、消毒液 20ℓはＦ業者 ２業者合計 20 万円 Ｅ、Ｆ業者は不採択 


